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● ニュージーランドの地方自治制度について 

 

副団長 猪野 由紀久 

 

今回の海外行政視察は、ニュージーランドへの視察である。１１月４日から

１２日までの９日間の日程ではあるが、初日の４日と最後の１２日は国内での

移動日、残りの７日間の内４日間は、オーストラリア経由のニュージーランド

への移動とニュージーランド国内での移動であり、実質の視察期間は、３日間

であった。南半球までの距離が如何に遠いかを、感じさせられた。予算の関係

上、格安航空会社（いわゆるＬＣＣ）を利用したため乗り継ぎが多かったのも

一因となっているのではないかと思われる。 

 クライストチャーチ市役所など５施設を訪れたが、その中には研修を受ける

のに費用が必要な場合もあると聞いた。公務員の仕事は、市民に対してのもの

であり、視察に訪れる人たちにはそれなりの負担を、と言うことなのだろうか？ 

さて、地方自治制度についてクライストチャーチ市役所で研修を受けた。ニ

ュージーランドは、１９８

９年に地方行政改革を法

制化し、自治体の再編成を

行い、日本の市町村に該当

する６７の「地域自治体」

と全国を１６に区分した

「広域自治体」とで行われ

ている。「地域自治体」と

「広域自治体」の機能を併

せ持つ「統合自治体」もあ

る。「地域自治体」の下には選挙で選ばれた「コミュニティ委員会」があり、地

域の要望などを伝えている。 

地域自治体と広域自治体の間には上下の関係はなく、並列関係で業務の内容

がお互い違っている。地域自治体は、道路・公共交通、上下水道・ゴミ処理・

雨水処理や都市計画のための公園整備・図書館の管理、各種レクリエーション・

 
（ペリス氏によるクライストチャーチ市の概要説明） 
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スポーツ施設の管理などを業務としている。広域自治体は、海岸・港湾・河川

の管理、水質保全などの環境保全などが主な業務である。日本では地方自治体

の業務である消防・警察・教育関係は全て中央政府の業務となっている。 

市長と議員の仕事の内容は、日本とは違い、市長も議員も選挙で選ばれるが、

市長の仕事は、日本の議長の役割であり、議会が地方自治体の最高意思決定機

関である。議会は政策の基本方針および予算を決定し、その決定に基づき政策

を執行する首席行政官を任命する。執行機関のトップである首席行政官は、選

挙で選ばれるのではなく、議会が公募した応募者の中から任命される。任期は

５年、再任用は２年、それが過ぎれば退職かまたは、もう一度公募し議会で選

ばれる必要がある。 

クライストチャーチ市は、

人口３６万７，７００人で、

議員は、７選挙区で選出され

た１３名である。職員数は２，

５００人、首席行政官の年収

は約５０万ドル（約３，２５

０万円：１ニュージーランド

ドル＝６５円で換算、以下同

様）で、議員は経験年数によ

り給料が違い、３８，０００

ドル（２４７万円）から１０

万ドル（６５０万円）だという。議員の任期は３年で兼業が多く、１８歳から

９０歳までの広範囲である。議会は、毎週木曜日に開催され、多数決によって

決定されている。 

２０１０年から２０１１年の税収は、２億６，９００万ドル（約１７５億円）

で固定資産税が４４％を占め、施設使用料・水道料金・手数料などが主な財源

である。市では、バスやＩＴ関連の企業に投資を行い、その利益も収入となっ

ている。歳出は、道路・交通、環境保全、レジャーなどで６０％を占めている。 

ニュージーランドでは、定年という制度は無く、採用も職員が辞めたときに

欠員を募集するとのことである。首席行政官は、行政経験がある必要は無く、

 

（クライストチャーチ市役所での質疑応答） 
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民間保険会社出身の人もいたそうである。終身雇用という考え方が無く、退職

した時は、また新たな職を探せばよい、という日本人では考えられない国民性

である。説明を受けたミリンダ・ペリス氏も国籍はスリランカで、２０年間ニ

ューヨークで働いた後、クライストチャーチに来て４年であると言っていた。

説明補助として来て頂いた日本人の家田三枝氏も終身雇用にこだわりを持って

いないように感じられ、日本人もすぐに環境に順応されるのだろうと思われた。 

また、ニュージーランドでは、土地への執着心が無いため、地震により人口

は流出し減少傾向にあるという。人口が流出し、土地が手放されていくと固定

資産税の収入減が予想されるのではないだろうか。 

今回の海外視察において、ニュージーランドの地方自治や震災復興、高齢者

の福祉、金融経済など研修をさせてもらった。研修を通じて、ニュージーラン

ドの制度や国民性を勉強させていただき、今後の道州制などの地方自治制度の

あり方を考える際の参考になった。 

地方自治制度ではないが、今回の視察で、バンコープ社ニュージーランドオ

フィスのクレイグ・ブラウニー氏

の取り計らいにより、日本ニュー

ジーランド経済委員会主催によ

る第３９回日本ニュージーラン

ド経済人会議に参加する事がで

きた。ジョン・キー首相の演説も

聞く機会にも恵まれ、同時通訳の

イヤフォンを耳にあて国際会議

の雰囲気を味わえたことは、幸運

であり、貴重な体験でもあった。 

議員の海外視察がマスコミを通じ批判されているが、政治も経済も我々の生

活も、もはやグローバル化している。そういった時代背景において市議会議員

といえども、肌で外国の生活を見聞きし、その国の文化に触れ、国際感覚を養

っていく必要があると思う。視察に行ったから、すぐに市政に反映できるかと

言うとそうではないかもしれない。しかし、研修してきたことは議員の素養を

高めていくことに違いは無く、世界の中の日本、日本の中の四国、四国の中の

 

（日ＮＺ経済人会議に同席） 
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松山を常に意識し、政治や経済のあり方を考えていく中で、今回の研修を参考

としたい。 

最後に、今回の海外視察にご協力をいただいた方々に改めて感謝を申し上げ、

視察報告とする。 

 

 


